
～こんな質問をよく受けます～ 

 

〇収入とは？ 

給与収入とは、総支給額から交通費だけを引いた分です。 

事業収入は、売上から経費を差し引いた額です。 

年金、定期的な仕送りも収入に入ります。 

 

〇家賃支給の対象は？ 

賃貸契約書で「居住」や「住居」となっているものが対象です。 

「店舗」などと記載されている契約は対象となりません。 

 

〇店舗兼住居で自営業を営んでいますが対象になりますか？ 

 契約書に「店舗」と「住居」が区別され記載されている場合は、住居部分が対象になります。 

 記載がない場合は、管理会社などに住居分を算出してもらってください。 

  

〇店舗兼住居として家賃を事業経費としているのですが？ 

 家賃を経費として計上している場合は、住居確保給付金の対象となりません。 

 

〇対象となる世帯は？ 

渋谷区に住民票がある世帯が対象となります。 

渋谷区に住んでいても、他の場所に住民票がある場合は対象となりません。 

住民票を移してからの申請になります。（事情のある方はお問い合わせください） 

 

〇世帯の人数とは？ 

一緒に住んでいて生計が同じであり、住民票に記載されている人数です。 

 

〇仕事の減収などの証明はどうしたらよいですか？ 

イベントや取引先などから、仕事がキャンセルになった際のメールやラインのスクリーンショッ

トを印刷したものを何点か持参してください。 

アルバイトなどでは、過去 3 ヵ月くらいの勤務シフト表なども証明になります。 

 

〇住宅ローンの支払いは対象になりますか？ 

 対象になりません。賃貸住宅が対象になります。 

 

〇自分(申請者)が賃貸契約者ではないのですが、申請は可能ですか？ 

契約者でなくても、申請者が毎月家賃を払っている証明ができれば対象になります。 

具体的には通帳などで、定期的に管理会社などに家賃を支払っている確認ができれば可能です。 

 

〇内定取り消しをされた学生は対象になりますか？ 

学生の時にアルバイトなどで生計を維持していたなど収入を得ており、内定が取り消されたこと

で、求職活動を行うのであれば対象となります。 

 

〇コロナ関連の貸付などは、収入や金融資産に入りますか？ 

 入りません。（以前は算入していましたが、現在は入りません） 

 

 

※改定により内容が変更になる場合があります。ご了承ください。    令和 5 年 4 月現在 


